
平成１７年度の歳入・歳出の最終結果をお知らせします�

志木市の財政状況�平成１７年度決算報告�

　主な要因�
●市民税の増収�
　平成１６年度に比べ、約２億５,７００万円の増収となっています。主に配偶者特別控除上乗せ分が廃止されたことにより、個人市民税
が増収となったことや企業収益の増に伴う法人市民税が増収となったことによるものです。�
●固定資産税の増収�
　平成１６年度に比べ、約１億１,０００万円の増収となっています。主に、家屋の新・増築分により増収となったことによるものです。�
●国・県支出金の増収�
　平成１６年度に比べ、約１億１,４００万円の増収となっています。主に郷士排水機場増設事業の実施により、市町村治水事業費補助
金が増えたことや学校施設整備を行ったことに伴う学校施設整備費補助金が増えたことによるものです。�
●その他の歳入�
　平成16年度に比べ、約４億６,３００万円増収しています。主に財政調整基金から一般会計へ繰り入れた額が平成１６年度に比べ、増
えたことによるものです。�

※掲載数値は１万円以下を
四捨五入しているため、実
際の数値から算出した市
民１人当たりの金額とは一
致しません。１６年度決算
額の市債のうち、平成７年度・
８年度の減税補てん債に
おける借換債（１７億４,０００
万円）については、この表
に含みません。�

※平成１８年３月３１日�
　現在の人口�
　６７,０４７人�

市民税　２８.８％�

固定資産税　２３.８％�

１６年度 ４４億２,５５３万円�
１７年度 ４６億８,２８５万円�
１人当たり ６９.８４４　円�

その他の歳入  ４.７%
１６年度 ２億９,９０９万円�
１７年度 ７億６,２９４万円�
１人当たり １１,３７９　円�

国庫支出金　７.２％�
１６年度 １１億１,１４６万円�
１７年度 １１億６,５５３万円�
１人当たり １７,３８４　円�

県支出金　３.４％�
１６年度 ４億９,３６２万円�
１７年度 ５億５,４３８万円�
１人当たり ８,２６８　円� １６年度 ３７億４,８９６万円�

１７年度 ３８億５,８９７万円�
１人当たり ５７,５５６　円�

都市計画税　３.１％�
１６年度 ４億９,０１８万円�
１７年度   ５億 ９９万円�
１人当たり ７,４７２　円�

軽自動車税・市たばこ税　２.１％�
１６年度 ３億５,６５９万円�
１７年度 ３億４,７２９万円�
１人当たり ５,１８０　円�

地方交付税　５.３％�
１６年度 １０億３,３９６万円�
１７年度 ８億６,４５７万円�
１人当たり １２,８９５　円�

地方譲与税・交付金　９.４％�

地方譲与税�

１６年度 １４億４,３５１万円�
１７年度 １５億２,７８９万円�
１人当たり ２２,７８８　円�

１６年度 ２億５,６９０万円�
１７年度 ３億７,４８１万円�
１人当たり ５,５９０　円�

地方消費税交付金�

１６年度 ５億２,２４７万円�
１７年度 ４億８,６１６万円�
１人当たり ７,２５１　円�

地方特例交付金�

１６年度 ４億２,３６５万円�
１７年度 ４億 ６５１万円�
１人当たり ６,０６３　円�

その他交付金�

１６年度 ２億４,０４９万円�
１７年度 ２億６,０４１万円�
１人当たり ３,８８４　円�

負担金・使用料・手数料 ２.４%
１６年度 ３億５,９０３万円�
１７年度 ３億９,２４９万円�
１人当たり　 ５,８５４　円�

市債　　７.１%
１６年度 １３億 ８７０万円�
１７年度 １１億４,５６０万円�
１人当たり １７,０８７　円�

前年度繰越金 ２.７%
１６年度 ６億２,７４４万円�
１７年度 ４億３,６３９万円�
１人当たり　 ６,５０９　円�

歳入合計�
　１６年度　１５６億９,８０７万円�
　１７年度　１６２億３,９８９万円�
　（１人当たり　２４２,２１６円）�

（１６年度比)�
５億４,１８２万円増�

志木市の借金はどのくらい？�
　市債残高は、平成１６年度末で３１３億７,３７８万円でしたが、平成１７年度につ
いては、借入額より返済額の方が多かったことにより、１億５,５９４万円減少し、
志木市全体で３１２億１,７８４万円となりました。市民一人あたりに換算すると�
４６万５,６１１円となります。�
　自治体の借り入れに関する計り（指標)で見てみると、公債費比率（※１）は、�
１０.５％、実質公債費比率（※２）は、１２.０％となり、計画的に執行されております。�
　借り入れは、将来にも役に立つ財産形成のために後年度の財政負担を考
慮しながら、今後も計画的に行っていきます。�

※１　公債費比率…借り入れの規模が適当であるかを判断する指標。�
一般的に１５％を超えると財政運営に注意が必要とされます。�

※２　実質公債費比率…借り入れの制限にかかる指標。１８％を超えると起債
に国の許可が必要になります。�

市債残高�

０�

２００,０００�

４００,０００�

６００,０００�

８００,０００�

１,０００,０００�

１,２００,０００�

１,４００,０００�

１,６００,０００�

（万円）�

一般会計� 下水道事業�館ポンプ事業�地下駐車場� 水道事業� 病院事業�

１４７億４,７２３�

１４５億５,１２７�
平成１６年度�
平成１７年度�

内訳�

１１３億 ４３０�
１１０億９,７３４�

１億４,８１０�
２億８,５５０�

６億 ２９１�
５億７,１８６� ３億５,４５８�

３億４,３２８�

４２億１,６６６�
４３億６,８５９�
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　主な要因�
●民生費の増加�
　平成１６年度に比べ、約３億６,７００万円の増となっています。主に、国民健康保険加入者の保険給付費の増加による国民健康保険
特別会計への繰出金の他、生活保護受給者や児童手当の支給児童数が増加したことなどにより歳出増となったものです。�
●土木費の増加�
　平成１６年度に比べ、約５,５００万円の増となっています。主に郷士排水機場増設事業の実施に伴う歳出増によるものです。�
●消防費の増加�
　平成１６年度に比べ、約４,１００万円の増となっています。主に消防団における分団車庫新築工事や消防団ポンプ自動車購入に伴う
増となっています。なお、性質別の歳出においては、普通建設事業費となります。�

■義務的経費比率�
　歳出の中に、縮小することが容易ではない義務的経費がどの程度の割合を占めているかを表します。義務的経費には、人
件費、扶助費、公債費があります。この比率が高いほど財政的に余裕がないこと（硬直化)を意味します。志木市は平成１７年
度が４８.７％となっています。県内で比べると、平成１６年度で県内市町村の平均が４４.５％、志木市が５０.１％となっています。�
■投資的経費比率�
　歳出の中に、どのくらい普通建設事業費が占められているかを表します。志木市は平成１７年度が４.８％となっています。県
内で比べると、平成１６年度で県内市町村の平均が１６.２％、志木市が３.８％となっています。義務的経費比率はなるべく低く、
投資的経費比率はなるべく高い方が財政に余裕（弾力性)があるということになります。�

歳出合計�
　１６年度　１５２億６,１６７万円�
　１７年度　１５４億９,６２１万円�
　（１人当たり　２３１,１２５円）�

（１６年度比)�
２億３,４５４万円増�

歳出（性質別）の見方�

※平成１６年度決算額の公債費のうち平成７年度・８年度の減税補てん債における借換債（１７億４,０００万円)については、この表に含みません。�

※平成１６年度決算額の公債費のうち平成７年度・８年度の減税補てん債における借換債（１７億４,０００万円)については、この表に含みません。�

問合せ／財政課　内線２２５３�
　　　ｚａｉｓｅｉ@ｃｉｔｙ.ｓｈｉｋｉ.ｌｇ.ｊｐ�

■企業会計（水道事業・病院事業）及び特別会計については、�
　「広報しき」１２月号でお知らせします。�

人件費�
２４.２％�

扶助費�
１４.１％�

公債費�
１０.４％�

物件費�
１７.２％�

維持補修費�
０.７％�

補助費等�
１４.２％�

繰出金�
１３.９％�

積立金　０.０％�

普通建設事業費�
４.８％�

総務費�
１７.３％�

民生費�
３１.２％�

衛生費　 ９.４%労働費　０.１％�
農林水産業費　０.２％�
商工費　０.８％�

土木費�
１１.９％�

教育費�
１２.１％�

公債費�
１０.４％�

議会費　１.３％�

消防費�
５.３％�

貸付金　０.５％�

歳出（性質別）� １６年度決算額�（万円）�
１７年度決算額�
（万円）�

１人当たり�
（円）�

人 件 費 �

扶 助 費 �

公 債 費 �

物 件 費 �

維 持 補 修 費 �

補 助 費 等 �

積 立 金 �

貸 付 金 �

繰 出 金 �

普通建設事業費

歳 出 合 計 �

３８億７,９７２�

２１億４,３５３�

１６億２,８６４�

２６億７,０００�

１億１,５０６�

２１億６,２５６�

１億４,５９０�

８,４００�

１８億４,５７２�

５億８,６５４�

１５２億６,１６７�

３７億３,９９５�

２１億８,６８１�

１６億１,２５６�

２６億６,０６９�

１億１,２６３�

２１億９,９５９�

６８�

７,６６５�

２１億６,０９６�

７億４,５６９�

１５４億９,６２１�

５５,７８１�

３２,６１６�

２４,０５１�

３９,６８４�

１,６８０�

３２,８０７�

１０�

１,１４３�

３２,２３１�

１１,１２２�

２３１,１２５�

歳出（目的別) １６年度決算額�
（万円）�

１７年度決算額�
（万円）�

１人当たり�
（円）�

議 会 費 �

総 務 費 �

民 生 費 �

衛 生 費 �

労 働 費 �

農 林 水 産 業 費 �

商 工 費 �

土 木 費 �

消 防 費 �

教 育 費 �

公 債 費 �

歳 出 合 計 �

１億９,８４７�

２８億５,７０８�

４４億７,０５９�

１４億１,４６０�

２,１４７�

３,７３４�

１億１,０４５�

１７億９,４４２�

７億７,７２８�

１９億５,１３３�

１６億２,８６４�

１５２億６,１６７�

１億９,６１２�

２６億８,６８５�

４８億３,７１４�

１４億５,０８３�

２,０３８�

３,８０８�

１億１,５７２�

１８億４,８９７�

８億１,８３０�

１８億７,１２６�

１６億１,２５６�

１５４億９,６２１�

２,９２５�

４０,０７４�

７２,１４６�

２１,６３９�

３０４�

５６８�

１,７２６�

２７,５７７�

１２,２０５�

２７,９１０�

２４,０５１�

２３１,１２５�
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